
平成２６年度の税制改正は、現下の経済情勢等を踏まえ、デフレ脱却・経済再生に向け、「消費税率及

び地方消費税率の引上げとそれに伴う対応について」（平成２５年１０月１日閣議決定）において決定し

た投資減税措置等や所得拡大促進税制の拡充に加え、復興特別法人税の１年前倒しでの廃止、民間投資と

消費の拡大、地域経済の活性化等のための措置が講じられました。 

改正の重要ポイントを掲載しましたので御参照ください。また、自民党税制調査会は、４月中旬から法

人税引き下げに向けた本格的な議論に着手する予定です。議論の動向については、都度トピックスで紹介

します。 
























